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平成２２年３月期 個別財務諸表の概要   

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社             平成２２年５月２４日 
コード番号   ８０６２                      本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                  東京都 
本 社 所 在地         東京都港区浜松町一丁目１０番７号 
代  表  者   取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者  理事総務部長 武富 和彦              ＴＥＬ（03）3438－1021 
取締役会開催日    平成２２年５月２４日       
定時株主総会開催日  平成２２年６月２９日       単元株制度採用の有無 有（１単元 １,０００株） 
 

２．２２年３月期の業績（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） 

( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益  当 期 純 利 益 
 
２２年３月期 

２１年３月期 

百万円         % 

１６,５２４（△ 25.5） 

２２,１９１（△ 19.8） 

百万円          %

  △５２ （    ―）

   ７２ （ △ 61.4）

百万円          % 

 ５（     ―） 

△ ５４（     ―） 

百万円          %

     ５（   ―）

  △２７８（   ―）
 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
２２年３月期 

２１年３月期 

円  銭 

 ９５ 

△ ４６ ６１ 

円  銭

 ―  ―

 ―  ―

%

     ０.４

△ １６.２

% 

   ０.１ 

△ ０.６ 

%

   ０.０

△ ０.２

（注）  1．期中平均株式数 ２２年３月期 ５,９８１,８２３株 ２１年３月期 ５,９８２,５３１株  
    2．会計処理の方法の変更  有 
    3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     
( 2 )財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 
２２年３月期 

２１年３月期 

百万円 

  ６,１４０ 

７,０３２ 

百万円

  １,５６８

１,５４５

% 

    ２５.５ 

２２.０ 

円   銭

  ２６２ ３０

２５８ ３９

（注）  1．期末発行済株式数 ２２年３月期 ５,９８１,６１５株 ２１年３月期 ５,９８２,１１５株 

2．期末自己株式数  ２２年３月期    １８,３８５株  ２１年３月期    １７,８８５株 

 

３．２３年３月期の個別業績予想（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

  

売 上 高 

 

経 常 利 益 

 

当期純利益 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円    

  ９,４００ 

 １９,０００ 

百万円   

     ３０

   １１０

百万円

    ２０

   ９０

円  銭 

０   ０ 

 ０   ０ 

円  銭

  ―  ―

 ５  ００

円  銭

  ０   ０

  ５  ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １５ 円 ０５ 銭 

 

３．配当状況 
 １株当たり配当金 配当金総額

（年間） 
配当性向 
（％） 

純資産配当率 
（％） （基準日） 中間期末 期末 年間 

 

２１年３月期 
２２年３月期 

円  銭

０．００

０．００

円  銭

４．００

５．００

円  銭

４．００

５．００

百万円

２３

２９

％ 
― 

５２８．５ 

％

１.４

１.９

２３年３月期 

（予想） 
円  銭

０．００

円  銭

５．００

円  銭

５．００
 

 
 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

があります。 



 ２２

１．個別財務諸表等 

 

（１）貸借対照表 

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成21年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成22年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

 

６,２４５,６７６

 

５,３３１,５３９ 

 

△ ９１４,１３６

   
  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 

  売 掛 金 

  商 品 

 繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

未 収 還 付 法 人 税 等 

関係会社短期貸付金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 
 

 
１,２１６,５１２

５５４,９５９

３,４９９,４３３

６９３,５１２

６０,９０３

２４５,２１６

３３,７５０

―

１６,１０８

△ ７４,７１９
 

３５４,９７２ 

６０９,４６５ 

３,５５８,１５３ 

４５７,６８５ 

５２,２６３ 

３６０,２５９ 

― 

５,０００ 

１２,８６５ 

△ ７９,１２５ 
 

 
△ ８６１,５３９

 ５４,５０５

 ５８,７１９

△ ２３５,８２７

 △８,６３９

１１５,０４３

△ ３３,７５０

５,０００

△ ３,２４２

△ ４,４０６
 

固 定 資 産 ７８６,８５７ ８０９,４３１   ２２,５７３

 有 形 固 定 資 産 ３６６,９１５ ３５６,７７０ △ １０,１４５

   
  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  工 具 器 具 備 品 

  土 地 
 

 
１４９,４３０

４０４

１,５１４

６,９３３

２０８,６３３
 

１４１,９６０ 

２９３ 

１,０３２ 

４,８５０ 

２０８,６３３ 
 

 
△ ７,４７０

△ １１１

  △ ４８１

△ ２,０８２

 ―
 

 無 形 固 定 資 産 ３,４１７ ３,３５８ △ ５８

   
 ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 
 

 
５８

３,３５８
 

― 
３,３５８ 

 

 
△ ５８

―

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４１６,５２４ ４４９,３０２ ３２,７７７

   
  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

  従 業 員 長 期 貸 付 金 

関係会社長期貸付金 

破 産 更 生 債 権 等 

 そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 
 

 
２２０,７４４

１３１,２２０

１１,２０９

１０,０００

２４,７９８

７０,７４０

△ ５２,１８８

―

２７８,７３１ 

１３１,２２０ 

１１,０１２ 

１０,０００ 

― 

７０,０６３ 

△ ４６,２０５ 

△ ５,５２０ 

 
 ５７,９８７

―

△ １９６

―

△ ２４,７９８

△ ６７７

５,９８２

△ ５,５２０
 

資 産 合 計 ７,０３２,５３４ ６,１４０,９７１  △８９１,５６２

 
 



 ２３

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成21年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成22年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

５,３０２,３５０

 

４,３８８,６３０ 

 

 △９１３,７２０

  支 払 手 形 

  買 掛 金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

関係会社整理損失引当金 

前 受 金 

  預 り 金 

前 受 収 益 

７５２,７９１

１,３２０,７１２

３,１００,０００

１０,３８７

９７,４９４

２,４９８

５,０００

８,０００

２９６

４,３７１

７９８

５４２,０１０ 

１,６２７,１４４ 

２,１００,０００ 

１０,５０５ 

８６,０３０ 

４,２２９ 

５,０００ 

― 

― 

１３,０７８ 

６３１ 

 △２１０,７８１

 ３０６,４３２

△１,０００,０００

１１７

 △１１,４６３

 １,７３０

―

△８,０００

△２９６

  ８,７０７

 △１６６

固 定 負 債 １８４,４４５ １８３,３６６  △ １,０７８

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１３３,２４５

５１,２００

―

１２８,１３３ 

４５,９４０ 

９,２９２ 

△ ５,１１１

  △５,２６０

９,２９２

負 債 合 計 ５,４８６,７９６ ４,５７１,９９７ △９１４,７９８

〔純資産の部〕 

株 主 資 本 １,５６９,７７０

 

１,５５１,４４０ △１８,３２９

資 本 金 ３００,０００ ３００,０００ ―

資 本 剰 余 金 １,３３３ １,３３３ ―

資 本 準 備 金 １,３３３ １,３３３ ―

利 益 剰 余 金 １,２７１,２５８ １,２５２,９８９ △１８,２６９

 利 益 準 備 金 ７５,０００ ７５,０００ ―

そ の 他 利 益 剰 余 金 １,１９６,２５８ １,１７７,９８９ △１８,２６９

 固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 
 繰 越 利 益 剰 余 金 

８２,４７０

１,２５０,０００

△１３６,２１１

８１,０７６ 

１,０００,０００ 

９６,９１２ 

△ １,３９３

△２５０,０００

２３３,１２３

自 己 株 式 △２,８２２ △２,８８２ △ ６０

評 価 ・ 換 算 差 額 等
 

△２４,０３１ １７,５３３
 

４１,５６５

その他有価証券評価差額金 △２４,０３１ １７,５３３  ４１,５６５

純 資 産 合 計 １,５４５,７３８ １,５６８,９７３ ２３,２３５

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ７,０３２,５３４ ６,１４０,９７１ △８９１,５６２

 
 
 



 ２４

 （２）損益計算書 

（単位 千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前事業年度（A） 

自 平成 20 年 4 月 1 日 

（            ）

至 平成 21 年 3 月 31 日 

当事業年度（B） 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

B / A    

（ % ）    

 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 
 

営業利益又は営業損失(△) 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

  雑 収 入 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

 為 替 差 損 

   手 形 売 却 損 

   売 掛 金 譲 渡 損 

   雑 損 失 

経常利益又は経常損失(△) 

特 別 利 益           

  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

関 係 会 社 整 理 損 

   投資損失引当金繰入額 

投資有価証券評価損 

関係会社株式評価損 

関係会社整理損失引当金繰入額 

税引前当期純利益又は 

税引前当期純損失（△） 

 法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 還 付 税 額 

  法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 又 は 

当 期 純 損 失 （ △ ） 

２２,１９１,２２６

２０,７３５,３０８

 

１６,５２４,４８５ 

１５,３６９,４１２ 

 

７４ 

７４ 

１,４５５,９１８

１,３８３,２５２

１,１５５,０７３ 

１,２０７,４００ 

７９ 

８７ 

７２,６６５

９４,１７３

５３,９５８

３７,０６８

３,１４６

２２０,９４６

４６,７０３

  １４３,４６７

２１,０６１

７,２１３

２,５０１

△ ５２,３２７ 

１０１,７８５ 

３１,０２９ 

５３,７１４ 

１７,０４１ 

４４,３９３ 

２９,３６２ 

  ２,４３４ 

９,８６８ 

１,７８６ 

９４１ 

― 

１０８ 

５８ 

１４５ 

５４２ 

２０ 

６３ 

２ 

４７ 

２５ 

３８ 

△ ５４,１０６

３,２３１

３,０３０

２０１

８６,９２２

―

―

５６,０７４

２２,８４８

８,０００

５,０６４ 

７,９７４ 

７,９２４ 

５０ 

８,１９０ 

２,６７０ 

５,５２０ 

― 

― 

― 

― 

２４７ 

２６１ 

２５ 

９ 

― 

― 

― 

― 

― 

 
△ １３７,７９７

１,１００

―

１３９,９２０

 ４,８４８ 

２,７５６ 

△ １２,２０６ 

８,６３９ 

― 

２５１ 

― 

６ 

 

△ ２７８,８１８

 

５,６５８ 

 

― 
 



 ２５

（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 20 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 88,998 1,150,000 265,994 △2,671 1,878,656

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 当期純損失 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

    

△6,528

 

 

100,000

 

6,528 

△100,000 

△29,916 

△278,818 

 

 

 

 

 

△151

 

―

―

△29,916

△278,818

△151

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △6,528 100,000 △402,206 △151 △308,886

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 82,470 1,250,000 △136,211 △2,822 1,569,770

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 20 年 3月 31 日残高 23,411 1,902,068

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の積立 

 剰余金の配当 

 当期純損失 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

△47,443

 

―

―

△29,916

△278,818

△151

△47,443

事業年度中の変動額合計 △47,443 △356,330

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 1,545,738

 
 
  



 ２６

当事業年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 82,470 1,250,000 △136,211 △2,822 1,569,770

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の取崩 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

    

△1,393

 

 

△250,000

 

1,393 

250,000 

△23,928 

5,658 

 

 

 

 

 

△60

 

―

―

△23,928

5,658

△60

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △1,393 △250,000 233,123 △60 △18,329

平成 22 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 81,076 1,000,000 96,912 △2,882 1,551,440

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 1,545,738

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の取崩 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

41,565

 

―

―

△23,928

5,658

△60

41,565

事業年度中の変動額合計 41,565 23,235

平成 22 年 3月 31 日残高 17,533 1,568,973
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 重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

    時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

  子会社株式……………………移動平均法に基づく原価法 

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 

                    （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

3．デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 

4．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産………定率法 

   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 

   によっております。 

（2）無形固定資産………定額法 

   なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっております。 

5．引当金の計上基準 

  （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

       ａ一般債権 

        貸倒実績率によっております。 

       ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権 

        個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    （2）投資損失引当金 

       関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案して、計上しており

ます。 

    （3）役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    （4）関係会社整理損失引当金 

       関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計上してお

ります。 

    （5）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

       に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

       過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により

費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

    （6）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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   6.  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

      外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

   7.  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

会計処理の変更 

前事業年度 

自 平成 20 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 21 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当事業年度より「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13

号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成 19 年 3 月 30 日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 16 号（平成 6年 1月 18 日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成 19 年 3 月 30 日改

正））が適用されたことに伴い、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 
なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありませ

ん。 
 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第 19 号 平

成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

なお、これによる営業損失、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）                               （単位 千円） 

項   目 
前 事 業 年 度  

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

当 事 業 年 度  

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.保証債務 

４.受取手形裏書譲渡高 

５.手形債権譲渡高 

６.売掛債権譲渡高 

３２８,７３０

６９,５２３

３５９,０４４

１０,２６７

１,２９２,１２８

１６６,５５０

３４０,５７２

６６,５８１

３９３,６７６

７,９５０

１,３０５,１７６

１８１,７７４

 

（損益計算書関係）                                                      （単位 千円） 

項  目 

前事業年度 

自 平成 20 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 21 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

１．販売費及び一般管理費の

うち主要な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．収益性の低下による簿価

切下額 

１１０,５３０

５３６,８４４

１５４,６４６

５,０００

 ３１,９６８

 １４,８５０

３４,７４３

売上原価        ４,５４０

１０２,７３７

５００,２６６

１１４,５４８

５,０００

 ３９,３６３

 １５,２２０

６,６３０

売上原価        ４,００９

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成２０年４月１日 至 平成２１年３月３１日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） １６,７１９ １，１６６ ― １７,８８５

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

当事業年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） １７,８８５ ５００ ― １８,３８５

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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２．役員の異動（平成２２年６月２９日付） 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

２．新任取締役候補 

取締役     小武 卓見（現 伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 鋼材第二本部薄板部薄板第一課課長） 

３．退任予定取締役 

浅田 勝之（現 取締役新事業推進センター長） 

高丸 明 （現 P.T.POSMI Steel Indonesia President Director） 

  ４．役職の移動 

    常務取締役   木下 則彦（現 取締役化成品事業部長兼大阪支店長） 

 

【御参考】 

 新任取締役候補の略歴 

 小武 卓見（昭和 42 年 4 月 26 日生） 

  平成  3 年 4 月    伊藤忠商事株式会社入社 

  平成 19 年 1 月  伊藤忠丸紅鉄鋼欧州会社 General Manager 兼ドイツ CC Project Manager 

  平成 19 年 10 月   MIM Steel Processing GmbH 社長 

  平成 21 年 4 月  伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 鋼材第二本部薄板部薄板第一課課長 

 

 




